
・集計対象は、農林業経営体(総数)、農林業経営体(個人経営体)、農林業経営体(団体経営体)、農林業経営体(法人経営体)から選択可能。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から

　選択可能。
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Ⅰ　農林業経営体

１　農林業経営体数

（１）農林業経営体数 001 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）組織形態別経営体数  002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）経営タイプ別経営体数  003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）農林業従事人数規模別経営体数 004 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別経営体数 005 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）農業従事人数規模別、林業従事人数規模別経営体数 006 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（７）農産物販売金額規模別、林産物販売金額規模別経営体数 007 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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Ⅱ　農業経営体

１　農業経営の特徴

（１）組織形態別経営体数 101 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）農業投下労働規模別経営体数 102 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）農産物販売金額規模別経営体数 103 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）農産物販売金額１位の部門別経営体数 104 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）農業経営部門数別経営体数 105 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）単一経営経営体数 106 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）準単一複合経営及び複合経営経営体数 107 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）農業生産関連事業を行っている経営体の事業種類別経営体数 108 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）農業生産関連事業の売上合計金額に占める割合が８割以上の事業種類別経営体数 109 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）農業生産関連事業を行っている経営体の事業収入規模別経営体数 110 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（11）農産物の出荷先別経営体数 111 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（12）農産物の売上１位の出荷先別経営体数 112 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（13）青色申告を行っている経営体数 113 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（14）データを活用した農業を行っている経営体数 114 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（15）農産物の輸出を行っている経営体数 115 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（16）農業生産関連事業の加工品等の輸出を行っている経営体数 116 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

２　土地

（１）経営耕地の状況（経営耕地、うち所有、うち借入） 121 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）経営耕地面積規模別経営体数 122 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）経営耕地面積規模別経営耕地面積 123 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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（４）経営耕地面積規模別経営体数（詳細）

　　ア　１ha未満(10a刻み) 124 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　１ha～２ha未満(10a刻み) 125 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ウ　２ha～３ha未満(10a刻み) 126 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　エ　３ha～４ha未満(10a刻み) 127 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　オ　４ha～５ha未満(10a刻み) 128 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　カ　５ha～30ha未満 (１ha刻み、５ha刻み) 129 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　キ　30ha以上(10ha刻み、その他) 130 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）所有耕地面積規模別経営体数 131 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）所有耕地面積規模別所有耕地面積 132 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）借入耕地面積規模別経営体数 133 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）借入耕地面積規模別借入耕地面積 134 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）貸付耕地のある経営体数と貸付耕地面積 135 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）貸付耕地面積規模別経営体数 136 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（11）貸付耕地面積規模別貸付耕地面積 137 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（12）田の経営耕地面積規模別経営体数 138 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（13）田の経営耕地面積規模別田面積 139 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（14）経営耕地以外の土地等の状況 140 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（15）施設園芸に利用したハウス・ガラス室の面積規模別経営体数 141 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（16）施設園芸に利用したハウス・ガラス室の面積規模別面積 142 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

３　農作物

（１）販売目的の作物の類別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 151 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

3 ページ



・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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2025年農林業センサス農林業経営体調査　公表事項一覧表

表
頭
番
号

集計対象 クロス集計地域範囲

表 頭

表側分類等

（２）販売目的の稲・麦・雑穀の作物別作付経営体数と作付面積 152 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）販売目的のいも類・豆類の作物別作付経営体数と作付面積 153 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）販売目的の工芸農作物の作物別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 154 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）販売目的の野菜類の作物別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 155 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）販売目的の果樹類の栽培経営体数と栽培面積 156 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）販売目的の作物の作物別作付（栽培）面積規模別経営体数

　　ア　水稲 157 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　稲（飼料用） 158 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ウ　麦類 159 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　エ　小麦 160 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　オ　ばれいしょ 161 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　カ　かんしょ 162 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　キ　大豆 163 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ク　野菜類（計(露地＋施設)） 164 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ケ　野菜類（露地） 165 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　コ　野菜類（施設） 166 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　サ　果樹類（計(露地＋施設)） 167 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　シ　果樹類（露地） 168 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ス　果樹類（施設） 169 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）販売目的の花き・花木の作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 170 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）販売目的の花き類の品目別作付（栽培）経営体数 171 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）販売目的のその他作物の作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 172 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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2025年農林業センサス農林業経営体調査　公表事項一覧表

表
頭
番
号

集計対象 クロス集計地域範囲

表 頭

表側分類等

（11）有機農業に取り組んでいる経営体数及び取組実面積 173 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（12）有機農業に取り組んでいる経営体の取組品目別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）面積 174 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

４　家畜等

（１）家畜等を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭羽数 181 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）乳用牛を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭数 182 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）２歳以上の乳用牛の飼養頭数規模別経営体数 183 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）肉用種の牛を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭数 184 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）肉用種の子取り用めす牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 185 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）肉用種の肥育中の牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 186 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）和牛と乳用種の交雑種の牛を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭数 187 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）和牛と乳用種の交雑種の肥育中の牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 188 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）和牛と乳用種の交雑種の売る予定の子牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 189 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）乳用種の牛を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭数 190 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（11）乳用種の牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 191 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（12）乳用種の売る予定の子牛の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 192 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（13）豚を販売目的で飼養している経営体数と飼養頭数 193 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（14）子取り用めす豚の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 194 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（15）肥育中の豚の飼養頭数規模別経営体数と飼養頭数 195 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（16）採卵鶏を販売目的で飼養している経営体数と飼養羽数 196 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（17）ブロイラーを出荷した経営体数と出荷羽数 197 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

５　農作業の受託

（１）農作業を受託した経営体の事業部門別経営体数 201 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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（２）農作業を受託した経営体の事業部門数別経営体数 202 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）水稲作の作業を受託した経営体の受託作業面積規模別経営体数 203 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）水稲作の受託作業種類別経営体数と受託作業面積 204 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）農作業の受託料金収入規模別経営体数 205 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

６　農業経営主の状況

（１）農業経営主の年齢階層別経営体数 211 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）農業経営主の農業従事日数階層別経営体数 212 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）農業経営の開始又は継承からの年数別経営体数 213 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）農業後継者の確保状況別経営体数 214 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）農業後継者の確保状況別の農業経営主の年齢階層別経営体数

　　ア　後継者を確保していて、５年以内に引き継ぐ意向がある経営体 215 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　後継者を確保していて、５年以内に引き継ぐ意向がない経営体 216 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ウ　後継者を確保していないが、５年以内に引き継ぐ意向がある経営体 217 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

　　エ　後継者を確保しておらず、５年以内に引き継ぐ意向がない経営体 218 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）農業経営主の平均年齢 219 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

７　農業経営の内部労働力の状況

（１）世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の状況 221 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）農業に60日以上従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の状況 222 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）農業に60日以上従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の年齢階層別人数 223 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）農業に60日以上従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の農業従事日数階層別人数 224 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ○

（５）農業に60日以上従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）の平均年齢 225 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）農業生産関連事業に従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）数 226 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、組織形態別、農業投下労働規模別、経営耕地面積規模別、農産物販売金額規模別、農産物販売金額１位の部門別、農業経営組織別、農作業受託料金収入規模別、農業地域類型別(2020年基準)、農業地域類型別(2025年基準)、

　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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８　農業の雇用労働の状況

（１）雇用者（常雇い＋臨時雇い）の状況 231 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）雇用者（常雇い＋臨時雇い）の人数規模別経営体数 232 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）雇用者（常雇い＋臨時雇い）ののべ人日規模別経営体数 233 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）常雇いの状況 234 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）年齢階層別常雇い数 235 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）常雇いの人数規模別経営体数 236 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）常雇いののべ人日規模別経営体数 237 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）臨時雇いの状況 238 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）臨時雇いの人数規模別経営体数 239 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）臨時雇いののべ人日規模別経営体数 240 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

（11）農業生産関連事業に従事した雇用者数 241 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇

９　個人農業経営（個人経営体）

（１）農業所得依存度別経営体数（旧主副業別経営体数） 251 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）農業労働力保有状態別経営体数 252 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）農業の経営方針の決定参画者の有無別経営体数 253 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（４）家族経営構成別経営体数 254 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

10　農家の世帯員の状況（個人経営体）

（１）年齢階層別世帯員数

　　ア　合計 261 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　15歳以上の世帯員 262 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（２）農業経営の方針決定に関わる世帯員の年齢階層別人数 263 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（３）農業経営の方針決定に関わる世帯員の自営農業従事日数階層別人数 264 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、農業経営体(総数)、農業経営体(個人経営体)、農業経営体(団体経営体)、農業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。
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　農業経営主年齢階層別、農業所得依存度別(旧主副業別)、経営方針決定参画者有無別、労働力保有状態別、家族経営構成別、世帯員・役員等年齢階層別から選択可能。

・「７ 農業経営内部の労働力の状況」について、集計対象が個人経営体の場合は「世帯員」、集計対象が団体経営体及び法人経営体の場合は「経営主、役員・構成員」の集計値である。
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（４）過去１年間の生活の主な状態別世帯員数 265 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（５）農業経営の方針決定参画者等がいる経営主の年齢階層別経営主数

　　ア　経営方針の決定参画者がいる経営主数 266 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　男の経営方針の決定参画者がいる経営主数 267 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

　　ウ　女の経営方針の決定参画者がいる経営主数 268 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

　　エ　配偶者がいる経営主数 269 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（６）年齢階層別農業従事者数（自営農業に従事した世帯員数） 270 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（７）自営農業従事日数階層別農業従事者数（自営農業に従事した世帯員数） 271 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（８）年齢階層別基幹的農業従事者数（仕事が主で、主に自営農業に従事した世帯員数） 272 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（９）自営農業従事日数階層別基幹的農業従事者数（仕事が主で、主に自営農業に従事した世帯員数） 273 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

（10）農業従事者等の平均年齢 274 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

11　経営主・役員等の状況（団体経営体）

（１）主に農業に従事した経営主、役員・構成員の年齢階層別人数 281 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）主に農業以外の事業に従事した経営主、役員・構成員の年齢階層別人数 282 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）主に農業に従事した経営主、役員・構成員の農業従事日数階層別人数 283 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）主に農業以外の事業に従事した経営主、役員・構成員の農業従事日数階層別人数 284 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）農業に60日以上従事した役員・構成員（経営主を含む）の平均年齢（過去１年間の主な状況別） 285 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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・集計対象は、林業経営体(総数)、林業経営体(個人経営体)、林業経営体(団体経営体)、林業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から選択可能。

林
業
経
営
体

(

総
数

)

林
業
経
営
体

(

個
人
経
営
体

)

林
業
経
営
体

(

団
体
経
営
体

)

林
業
経
営
体

(

法
人
経
営
体

)

全
国
・
農
業
地
域
別

都
道
府
県
別

市
区
町
村
別

旧
市
区
町
村
別

農
業
集
落
別

組
織
形
態
別

保
有
山
林
面
積
規
模
別

素
材
生
産
量
規
模
別

(

保
有
山
林
及
び
受
託
も
し
く
は
立

木
買
い
に
よ
る

)

素
材
生
産
量
規
模
別

(
受
託
も
し
く
は
立
木
買
い
に
よ

る

) 林
産
物
販
売
金
額
規
模
別

林
業
作
業
受
託
料
金
収
入

規
模
別

農
業
地
域
類
型
別

(

２
０
２
０
年
基
準

)

農
業
地
域
類
型
別

(

２
０
２
５
年
基
準

)

林
業
経
営
主
年
齢
階
層
別

Ⅲ　林業経営

１　林業経営の特徴

（１）組織形態別経営体数 301 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）林産物販売金額規模別経営体数 302 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）過去１年間に林産物の販売を行った経営体数 303 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）林産物販売金額に占める割合が８割以上の林産物種類別経営体数 304 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２　山林

（１）保有山林の状況 311 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）他に作業・管理を任せている保有山林面積規模別経営体数 312 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）他に作業・管理を任せている保有山林面積規模別面積 313 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）他から作業・管理を任されている山林面積規模別経営体数 314 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）他から作業・管理を任されている山林面積規模別面積 315 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）保有山林面積規模別経営体数 316 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（７）保有山林面積規模別保有山林面積 317 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（８）所有山林面積規模別経営体数 318 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（９）所有山林面積規模別所有山林面積 319 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（10）貸付山林面積規模別経営体数 320 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（11）貸付山林面積規模別貸付山林面積 321 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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・集計対象は、林業経営体(総数)、林業経営体(個人経営体)、林業経営体(団体経営体)、林業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から選択可能。
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（12）借入山林面積規模別経営体数 322 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（13）借入山林面積規模別借入山林面積 323 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３　素材生産

（１）素材生産を行った経営体数と素材生産量 331 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）素材生産量規模別経営体数

　　ア　計 332 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　イ　保有山林で自ら伐採した素材生産 333 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　ウ　受託もしくは立木買いによる素材生産 334 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　エ　立木買いによる素材生産 335 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４　林業作業

（１）過去５年間に保有山林で林業作業を行った経営体の作業別経営体数 341 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）過去１年間に保有山林で林業作業を行った経営体の作業別経営体数と作業面積 342 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）過去１年間に保有山林において立木販売した経営体数と面積 343 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５　林業作業の受託

（１）林業作業の受託を行った経営体数と受託面積 351 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）作業種類別の作業受託面積規模別経営体数

　　ア　植林 352 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　イ　下刈りなど 353 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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・集計対象は、林業経営体(総数)、林業経営体(個人経営体)、林業経営体(団体経営体)、林業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から選択可能。
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　　ウ　間伐

　　　（ア）計 354 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　（イ）切捨間伐 355 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　（ウ）利用間伐 356 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　エ　主伐

　　　（ア）計 357 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　（イ）請負 358 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　（ウ）立木買い 359 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）林業作業の受託料金収入規模別経営体数 360 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）林業作業の受託料金収入がある事業種類別経営体数 361 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）林業作業の受託料金収入に占める割合が８割以上の事業種類別経営体数 362 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

６　林業経営主の状況

（１）林業経営主の年齢階層別経営体数 371 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）林業経営主の林業従事日数階層別経営体数 372 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）林業経営の開始又は継承からの年数別経営体数 373 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）林業後継者の確保状況別経営体数 374 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）林業後継者の確保状況別の林業経営主の年齢階層別経営体数

　　ア　後継者を確保していて、５年以内に引き継ぐ意向がある経営体 375 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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・集計対象は、林業経営体(総数)、林業経営体(個人経営体)、林業経営体(団体経営体)、林業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から選択可能。
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2025年農林業センサス農林業経営体調査　公表事項一覧表

表
頭
番
号

集計対象 クロス集計地域範囲

表 頭

表側分類等

　　イ　後継者を確保していて、５年以内に引き継ぐ意向がない経営体 376 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　ウ　後継者を確保していないが、５年以内に引き継ぐ意向がある経営体 377 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　エ　後継者を確保しておらず、５年以内に引き継ぐ意向がない経営体 378 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）林業経営主の平均年齢 379 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

７　林業経営の内部労働力の状況

（１）世帯員、役員・構成員、山林の共同保有者（経営主を含む）の状況 381 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）林業に60日以上従事した世帯員、役員・構成員、山林の共同保有者（経営主を含む）の状 382 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）林業に従事した世帯員、役員・構成員、山林の共同保有者（経営主を含む）の林業の従事日数階層別人数 383 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

８　林業の雇用労働の状況

（１）雇用者（常雇い＋臨時雇い）の状況 391 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）雇用者（常雇い＋臨時雇い）の人数規模別経営体数 392 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）常雇いの状況 393 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）常雇いの人数規模別経営体数 394 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）年齢階層別常雇い数 395 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）臨時雇いの状況 396 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（７）臨時雇いの人数規模別経営体数 397 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

９　林家の世帯員の状況（個人経営体）

（１）年齢階層別世帯員数
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・集計対象は、林業経営体(総数)、林業経営体(個人経営体)、林業経営体(団体経営体)、林業経営体(法人経営体)から選択可能。

　なお、クロス集計の◇印は、集計対象が個人経営体のみであることを示す。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

　なお、クロス集計とする場合は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)から選択可能（旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)は対象外）。

・クロス集計とする場合は、経営タイプ別、組織形態別、経営耕地面積規模別、保有山林面積規模別、農業地域類型別（2020年基準）、農業地域類型別（2025年基準）から選択可能。
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2025年農林業センサス農林業経営体調査　公表事項一覧表

表
頭
番
号

集計対象 クロス集計地域範囲

表 頭

表側分類等

　　ア　合計 401 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

　　イ　15歳以上の世帯員 402 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇
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・集計対象は、調査客体候補。

・地域範囲は、全国、農業地域別(11)、都道府県別(47)、市区町村別(約1,900)、旧市区町村別(約12,000)、農業集落別(約140,000)から選択可能。

集計
対象

調
査
客
体
候
補

全
国
・
農
業
地
域
別

都
道
府
県
別

市
区
町
村
別

旧
市
区
町
村
別

農
業
集
落
別

Ⅳ　調査客体候補

１　世帯

（１）総農家数 501 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）経営耕地のある農家数と経営耕地面積 502 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）総農家の所有耕地等の状況 503 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（４）林家数と保有山林面積 505 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（５）保有山林面積規模別林家数 506 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（６）林家の保有山林面積規模別保有山林面積 507 ○ ○ ○ ○ ○ ○

２　世帯以外の事業体

（１）経営目的別農家以外の農業事業体数 508 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）保有山林面積規模別林家以外の林業事業体数 509 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（３）林家以外の林業事業体の保有山林面積規模別保有山林面積 510 ○ ○ ○ ○ ○ ○

３　農業経営に関する資格要件及び認定の状況

（１）農地所有適格法人の資格要件を有する農業経営体の経営体数と経営耕地面積 511 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）農業経営に関する認定を受けた者がいる農業経営体の経営体数と経営耕地面積 512 ○ ○ ○ ○ ○ ○

４　家族・組織別農業経営体

（１）法人化の状況別農業経営体数 513 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（２）事業別農業経営体数 514 ○ ○ ○ ○ ○ ○

表
頭
番
号

地域範囲

2025年農林業センサス農林業経営体調査　公表事項一覧表

表 頭

表側分類等
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注１：表章地域範囲は、全国農業地域・都道府県別、全国森林計画（広域流域別）別、森林計画区別、市区町村別
注２：クロス集計表の集計地域範囲は、全国、都道府県別（47）

クロス
集計

全
国
農
業
地
域
・
都
道
府
県
別

全
国
森
林
計
画
（

広
域
流
域
別
）

別

森
林
計
画
区
別

市
区
町
村
別

林
野
率
別

１　法制上の地域指定に該当している市区町村数 001 ○ ○ ○ ○ ○

２　森林面積・林野面積

　　(1)　合計 002 ○ ○ ○ ○ ○
　　(2)　国有 003 ○ ○ ○ ○ ○
　　(3)　民有 004 ○ ○ ○ ○ ○
　　(4)　森林計画による森林面積 005 ○ ○ ○ ○ ○
　　(5)　林野面積 006 ○ ○ ○ ○ ○
　　(6)　林野面積規模別市区町村数 007 ○ ○ ○ ○ ○

　　(7)　林野率別市区町村数 008 ○ ○ ○ ○

３　総土地面積・林野面積・林野率 009 ○ ○ ○ ○

2025年農林業センサス農山村地域調査　公表事項一覧表（市区町村調査票）

表頭
番号

地域範囲

表側分類等

表 頭
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注１：結果表の表章地域範囲は、全国、都道府県別、市区町村別、旧市区町村別
注２：農業集落機能があるとは、当該農業集落において(1)寄り合いの開催、(2)実行組合、(3)地域資源の保全のいずれかがある農業集落である。
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接
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払
の
対
象
組
織
等
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無
別

１　立地条件等
　(1) 農業地域類型別農業集落数(2020年基準) 001 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(2) 農業地域類型別農業集落数(2025年基準) 002 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(3) 法制上の地域指定に該当している農業集落数 003 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(4) 農業振興地域・都市計画区域別農業集落数 004 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(5) 山村・過疎・特定農山村地域別農業集落数 005 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(6) 最も近いＤＩＤ（人口集中地区）及び
　　　生活関連施設までの所要時間別農業集落数

006 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

２　農業集落の概況
　(1) 農業集落内の世帯数等 011 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(2) １農業集落当たり平均戸数等 012 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(3) 世帯数規模別農業集落数 013 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(4) 農家数規模別農業集落数 014 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(5) 農家率別農業集落数 015 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(6) 総土地面積及び耕地面積 016 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(7) １農業集落当たり平均面積 017 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(8) 総土地面積規模別農業集落数 018 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(9) 耕地面積規模別農業集落数 019 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(10) 耕地率別農業集落数 020 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(11) 田の耕地面積規模別農業集落数 021 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(12) 水田率別農業集落数 022 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

集計区分 地域範囲 クロス集計表

2025年農林業センサス農山村地域調査　公表事項一覧表（農業集落調査票）

表頭
番号

表側分類等

表 頭
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全
農
業
集
落

農
業
集
落
機
能
が
あ
る

全
国
農
業
地
域
・
都
道
府
県
別

新
・
旧
市
区
町
村
別

農
業
集
落
別

農
業
地
域
類
型
別

(

2
0
2
0
年
基
準
）

農
業
地
域
類
型
別

(

2
0
2
5
年
基
準
）

水
田
率
別

田
の
耕
地
面
積
規
模
別

農
家
数
規
模
別

農
家
率
別

D
I
D
ま
で
の
所
要
時
間
別

農
業
振
興
地
域
・
都
市
計
画
区
域
別

山
村
・
過
疎
・
特
定
農
山
村
地
域
別

多
面
的
機
能
支
払
及
び
中
山
間
地
域
等
直
接

支
払
の
対
象
組
織
等
有
無
別

集計区分 地域範囲 クロス集計表

表頭
番号

表側分類等

表 頭

３　農業集落内での活動状況
　(1) 寄り合いの回数規模別農業集落数 031 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(2) 寄り合いの議題別農業集落数 032 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(3) 地域活動の実施状況別農業集落数 033 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(4) 行っている地域活動の種類別農業集落数 034 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(5) 地域活動における都市住民との交流状況別
　　農業集落数

035 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(6)　地域活動におけるNPO・学校・企業との
　　連携状況別農業集落数

036 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(7) 地域資源の保全の有無別農業集落数 037 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(8) 保全している地域資源の種類別農業集落数 038 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　(9) 地域資源の保全における都市住民との
　　連携状況別農業集落数

039 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(10) 地域資源の保全におけるNPO・学校・企業との
　　連携状況別農業集落数

040 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

  (11）実行組合の有無別農業集落数 041 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　(12) 農業集落の機能の有無別農業集落数 042 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
４　多面的機能支払及び中山間地域等直接支払の
    対象組織等有無別農業集落数

051 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※１,２及び４については、農林業経営体調査客体候補一覧表に登載された者がいない農業集落についても農業集落別に提供可能。
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